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利　　益

経　　費

売上原価

仕入、外注費など

人件費、水道光熱費、

支払利息など

～売上原価や経費がわからないときは～

実際の企業の経営実績を集計した経営指標というものがあり、参考にすることができます（⇒P45）。

●中小企業庁『中小企業の財務指標』

●国民生活金融公庫創業研究所編『小企業の経営指標』

●TKC全国会『 TKC経営指標』

経費を予測する

売上原価を予測する

長期的な収支を予測する

収支計画を作成しよう

　収支計画とは、売上などの収支に対して、仕入や給与、営業費などの支出を差し引いてどのく

らいの利益が出るのかを算出し、採算性を検討することです。

　売上原価とは、卸売業・小売業・サービス業の場合、売上高に対応する商品等の仕上高のこと

をいい、製造業の場合、製品の製造に直接かかった経費（材料費、人件費、外注費など）をいい

ます。

　経費は販売・管理に関する費用で、販売手数料、広告宣伝費、人件費、賃貸料、旅費交通費、

通信費、水道光熱費、接待交際費、リース費用、減価償却費、租税公課、支払利息などがありま

すが、事業内容により発生する費用項目と金額について詳細に予測していきます。

　事業は始めることよりも続けていくことのほうがはるかに難しいといわれています。

　創業当初のことだけでなく、３年から５年先くらいまで考えておくことが大切です。事業拡大

に伴って従業員や拠点を増やしたりする計画があれば、それを見越した資金計画・収支計画が必

要になってくるからです。
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創業に使える資金

事業に必要な資金

貯
蓄
・
財
産

借
入
金

資金計画を作成しよう

　創業には資金が必要です。まずは、自分の資金力を正しく把握し、実際にどれくらいの資金を

調達しなければならないかを確認しましょう。実際、創業した人のほとんどが何らかの借入や出

資金を募るといった方法で資金調達を行っています。

　なお、自己資金の目安は、融資要件や創業後の速やかな立ち上げのためには創業資金の５割程

度は必要であるといわれています。

　この段階で事業計画書と照らし合わせ、今自分が持っている資金と、創業のための必要資金が

あまりにかけ離れているのであれば、事業計画の見直しが必要となります。

　次に事業を始めるための設立資金と設立時の設備資金、創業後の運転資金（回収代金で支払が

できるまでの期間に必要な資金）の２つの面で資金を詳細に書き出して見ましょう。検討する場

合は、次の３つに分けて考えるとそれぞれの資金の優先順位が分りやすくなります。　

　例えば、コピー機や事務機器は、それ自体では利益は生みませんが仕事で必要なものです。上

記の②に当たります。②であれば新品でなくて中古を買うことや、リースするなどの方法があり
ます。

　また、どんな投資に対してもなんとなくの予測ではなく、見積を取るなどして実現の金額を算

出することが重要です。さらに、収支が安定し、利益が出るまでの生活費の確保もキチンと考え

ておく必要があります。





市や県、日本政策金融公庫の融資制度を利用する

　地方自治体（北九州市、福岡県）や政府系金融機関の日本政策金融公庫では、下記のとおり開

業に関する融資制度があります。融資制度の概要については別冊をご覧下さい。

　地方自治体の開業を支援する融資制度として、北九州市の開業支援資金や福岡県の新規創業資

金などがあります。

地方自治体（北九州市、福岡県）の融資制度

　日本政策金融公庫は、個人事業主や小規模会社を対象とした融資を行っています。実際、融資

を受ける過半数が、従業員10人未満の企業で占められています。また、飲食業や理容・美容業、

クリーニング業などを対象とした融資も行っています。

日本政策金融公庫の融資制度

【日本政策金融公庫の融資制度】

融資制度 融資対象内容

新規開業資金 新たに事業を始める方や事業開始後おおむね5年以内の事業者

事業開始後5年以内の女性または30歳未満か55歳以上の方

新創業融資制度

女性、若者／シニア起業家資金

新たに事業を始める方や事業を開始して間もない事業者で、無担保・
無保証人を希望する方

※これらの融資制度は平成25年4月1日現在
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